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厚生労働科学研究費補助金（第 3次対がん総合戦略研究事業） 

総括研究報告書 

 

がんの実態把握とがん情報の発信に関する研究 
 

研究代表者 祖父江友孝 大阪大学大学院医学系研究科環境医学教室 教授 

 

研究要旨 

第 3次対がん総合戦略の 10 年間の最終年度として、研究事業終了時の「目標」を達成す

べく活動を実施した。全国がん罹患モニタリング集計の罹患集計として、2009 年及び 2010

年罹患データをそれぞれ 37 地域、31 地域から収集し、全国がん罹患数率推計を行った。標

準データベースシステムの集約機能を強化した上で導入支援を継続したところ、利用地域

は 40 県となった。また、安全管理措置については、ミニマムベースラインにコンプライア

ンス項目を追加し、自己判定ツールを改訂して、全国調査を行うとともに、外部監査体制

を整備した。さらに、住基ネットを利用した住民票照会、原発部位不詳データの質的精度

の検証、届出数向上を目指した地域がん登録と院内がん登録の協力の試み、地域がん登録

事業の委託先としての大学の役割についての検討も行った。第 3次対がん終了後も、本研

究の成果を元に、引き続きがん登録の標準化と精度向上を進めることで、全国がん登録体

制を念頭に置いたがん登録事業の基盤構築が可能となる。 
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Ａ．研究目的 

地域がん登録を国策として強力に推進し、

院内がん登録との連携を通じて双方の精度

向上を図り、我が国におけるがんの正確な

実態把握により、がん対策の正しい方向付

けを支援することが本研究の目的である。 

我が国では、一部の県の登録資料により

全国のがん罹患統計が公表されてきたもの

の、登録精度は国際標準に比べて低かった。

法的基盤が弱く、財政的支援が乏しい中で

関係者の篤志的努力により実施され、地域

ごとに独自の努力で運営がなされてきたた

め、標準化が進んでおらず、全国値推計や

相互比較の妨げとなっていた。本研究班で

は、地域がん登録の標準化と精度向上を目

指して、第 3次対がん 10 か年の整備計画を

立て、第 1期標準化開始期（平成 16-18 年

度）において、（1）目標と基準 8項目の設

定、（2）2回の実施状況調査、（3）標準登

録様式と標準登録手順の検討、（4）地域が

ん登録手引きの改訂、（5）標準手順に準拠

した地域がん登録標準データベースシステ

ム（標準 DBS）の開発、（6）全国がん罹患

数・率の推計、を進めた。第 2期標準化推

進期（平成 19-21 年度）においては、（1）

標準 DBS の普及と標準登録項目の更新、

（2）登録の完全性と品質向上に向けた取組、

（3）第 3期事前調査による取組評価と第 3

期活動計画の検討、を進めた。第 3期完成

期（平成 22-25 年）においては、標準 DBS

の普及と標準登録項目の更新、登録の完全

性と品質向上に向けた取組、全国がん罹患

数・率の推定、を継続するとともに、（1）

これまでがん研究助成金地域がん登録研究

班で行っていた全国がん患者 5年生存率集

計作業を、本研究班にて継続する、（2）が

ん対策の立案、評価、がん疫学における登

録資料の活用を促進する、（3）研究終了時

の目標を定めて、最終評価を行う、ことと

した。 

院内がん登録は、地域がん登録の精度向

上に重要であり、がん診療連携拠点病院に

おいて必須要件とされたことを受け、整備

が進んでいる。院内がん登録の標準化と普

及に関する事項は対がん西本班が担ってお

り、本研究班では、西本班と協力しながら、

双方の精度向上に資する地域がん登録と院

内がん登録の連携体制を検討し、必要なシ

ステム機能を開発・検証する。 

多くの先進国において、国レベルのがん

罹患・死亡動向の正確な実態と予測がタイ

ムリーに報告書としてまとめられ、がん対

策の企画立案・評価の際に実際に活用され

ている。我が国のがん死亡データは、人口

動態統計に基づき全数が把握されているも

のの、経時的・地理的動向の分析が必ずし

も系統的に行われていない。また、罹患・

死亡以外の患者調査やレセプト情報による

がん実態統計についても比較検討を進める

必要がある。 

こうした背景の下、本研究では、院内が

ん登録と強調し、地域がん登録の標準化と

精度向上を通じて、我が国におけるがん罹

患・死亡を含むがん統計に係わる数値デー

タを総合的に整備することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）地域がん登録中央登録室の機能強化

と標準化 

放射線影響研究所の技術支援を受け、本

研究班にて開発し、山形県、愛知県がん登

録において検証した標準 DBS の普及と、操

作手順の標準化を促進する。平成 22 年度に

同システムは国立がん研究センターに譲渡

され、本研究班は、今までに蓄積したノウ

ハウにより、既存データ移行作業、導入時、
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集約時研修を、国立がん研究センターを支

援する形で実施する。 

登録作業のさらなる標準化、効率化、作

業精度の向上、及び登録資料の活用方法を

検討する。具体的には、研究班事務局に寄

せられた問題点を中心に、国立がん研究セ

ンターがん対策情報センターが組織する、

標準 DBS 利用推進専門家パネルや標準 DBS

開発・保守に携わる関係者と協力し、標準

DBS の機能強化を検討する。 

地域がん登録実施全地域を対象に、1993

年あるいは 2003 年以降のがん罹患個別匿

名化データを、第 3期モニタリング項目に

沿って提出依頼する。県別の罹患数・率と

登録精度指標を計測するとともに、登録精

度について一定の基準を満たす地域がん登

録デ－タから、2009 年及び 2010 年がん罹

患数・率の全国値を推計する全国がん罹患

モニタリング集計をする。 

第3次対がん総合戦略事業開始後10年目

における各地域がん登録の現状を把握し、

標準化・精度向上の 10 か年計画の進捗をモ

ニタリングするために、10 年後調査を計画

し、平成 25 年 9月に、2日～9月全国 47

都道府県並びに広島市のがん対策事業担当

課に対して質問紙を配付して回収した。 

日本では、がん患者数として、患者調査

に基づく推計値である総患者数や、罹患数

と生存率や死亡率から推計する期間有病数

が一般に用いられている。本研究では、厚

生労働省が平成 23 年度から提供を開始し

たレセプト情報等の分析を通して、これら

の利用可能ながん患者数に関する複数の統

計指標としての特徴や限界を明らかにする。

具体的には、レセプト情報に基づく月平均

レセプト件数、患者調査に基づく総患者数、

および推計罹患数と 5年生存率から推計し

た 5年有病数を、性、年齢、都道府県、が

んの部位別に比較した。 

地域がん登録の適切な安全管理措置に関

する検討として、（1）ミニマムベースライ

ン達成状況調査、（2）｢地域がん登録におけ

る安全管理措置ハンドブック｣の改訂、（3）

ミニマムベースラインおよび同評価ツール

の改訂、（4）安全管理措置の外部監査（評

価）に関する規程類の検討、を実施した。 

精度高い地域がん登録データを用いて、

がん集団検診の精度管理指標算出の実際と

照合上の問題点や課題を明らかにすること

を目的とし、2004 年 4月 1日から 2009 年 3

月 31 日までに福井県大腸がん検診を受診

した住民 168,298 名のデータと、2011 年 12

月末までに登録されている福井県地域がん

登録データを、氏名、住所および生年月日

を用いて記録照合を行った。初回・逐年（隔

年）検診で便潜血検査陽性を契機として発

見された大腸がんを検診陽性群、初回の便

潜血検査は陰性でその後 2年以内に検診以

外の契機で発見された大腸がんを陰性（中

間期）群として、感度・特異度の算出を行

った。また、胃がんおよび大腸がん集団検

診の精度管理プロセス指標の算出状況につ

いて、全国 10 県の地域がん登録室へ調査を

行い現状の把握をおこなった。 

人口 620 万人の千葉県は、2000 年以降、

死亡統計のベースでがん死亡率の 6-7％が

コンスタントに県外で死亡されている。罹

患統計データベースではさらに高い比率の

患者が東京都等へ越境受診している実態が

推測されている。こうした状況の下、千葉

県の罹患データを解析し、患者の受療行動

の把握を試みた。 

平成 24 年度は全国 47 都道府県と 1市で

地域がん登録が始まり、東京都が開始した

ことで患者移動の激しかった首都圏域での

患者データの受け入れと移送が可能となっ
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た。神奈川県では、併せて登録患者の生死

を確認する追跡調査が作業量の膨大さから

これまで困難であったが、住民基本台帳ネ

ットワークシステムの活用により追跡調査

の実施が可能となった。 

大阪府がん対策推進計画では、早期診断

の推進の「精度の均てん化」に、地域がん

登録資料を活用したがん検診の精度管理が

含まれている。そこで、市町村がん検診の

精度管理における地域がん登録資料の活用

について、照合に伴う課題を明らかにした。 

MCIJ2008 のデータに基づき、本研究班で

設定している目標と基準 5：「登録の品質に

関する条件を満たしていること」について、

参加 34 地域におけるデータ品質について

検討した。同様に、栃木県地域がん登録の

データを用いて 2007 年集計症例の登録精

度を明らかにし、本研究班が目指す「地域

がん登録の目標と基準」を照らし合わせ、

詳細に評価する事を目的とし、DCN、DCO、

IM 比、MV 割合を部位や年齢から観察した。

また、登録精度として「地域がん登録の目

標と基準」を完全性、即時性、登録の品質

に関する基準に分けて検討した。 

現在 11 県では、地域がん登録事業の委

託先として、地元の医学部附属病院（以下、

大学病院）が選定されている。しかし、大

学病院が委託先になっている県の登録精度

は概して低い。報告者は、大学病院側の体

制と運用に、特有の問題があるために登録

精度が向上しないのか明らかにするために、

各県の大学病院地域がん登録室を訪問し、

登録室の実務担当者に面接して、業務の実

態を把握する調査を実施してきた。本年度

は、大学病院が委託先になっている県のう

ち、訪問調査が未実施であった青森県と和

歌山県を対象とした。 

 

（2）地域がん登録と院内がん登録の連携

強化 

2011 年 9月に、IARC/WHO により、

International Classification of 

Diseases for Oncology Third Edition 

(ICD-O-3)の追加、変更、改訂が承認され、

世界的には2012年1月よりICD-O-3第一改

訂版として有効になっている。この追加、

変更、改訂は、腫瘍についての青本に掲載

されている WHO 分類が反映されていたもの

となっている。 

日本において ICD-O-3 第一改訂版の翻訳

作業が進んでおり、院内がん登録では、2014

年 1月 1日罹患症例から改訂版を適用する

ことが決定している。この決定を受けて、

地域がん登録でも2014年1月1日罹患症例

から改訂版を適用することとなった。その

ため、標準 DBS も本改訂に適応する必要が

あり、本年度は、ICD-O3 の改訂に伴う

ICD-10 変換テーブルの更新を行った。 

長崎県のがん登録は国内では比較的精度

のよい登録とされているが、欧米の水準に

は程遠い。更なる精度向上を目指すには、

医療機関からの届出を促進する必要がある。

これまでも、種々の届出干渉を行ってきた

が、長崎県では届出数が極めて少なく、登

録精度の維持・向上は出張採録と病理診断

情報収集に依存してきた。2011 年 11 月、

医療機関のがん登録に関する意識調査を目

的として、調査を行った結果をまとめた。 

がん医療の均てん化を推進していくため

には、均てん化の度合いを継続的に測定し

ていくことが重要である。沖縄県の 4施設

で胃癌の診療の質指標（QI）の測定を経年

的に行った。 
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（3）推計モデルによるがん罹患・死亡統

計の整備促進 

1975～2008 年地域がん登録全国推計値

のデータに、年齢、罹患年、およびそれら

の交互作用を説明変数、罹患数を目的変数

とした Generalized Additive Model（GAM

モデル）を適用し、2014 年のがん罹患数を

推計した。また、同じモデルを 1975～2012

年の人口動態統計死亡データに適用し、

2014 年のがん死亡数を推計した。 

がん罹患の挙動に影響を与える時間に関

連する要因の統計解析を行った。昨年度報

告書における罹患リスク視覚化モデルの発

展形として、5年の短期予測に着目した。

日本におけるがん罹患数の報告には約 5年

の遅れがあり、これを統計モデルによって

補填し、タイムリーな数値を報告すること

が目的である。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究においては人体から採取された試

料は用いない。 

地域がん登録中央登録室の機能強化と標

準化に関しては、個々のがん登録情報を用

いずシステムや仕組みに関する検討を中心

に行うため、個人情報保護上、特に問題は

発生しない。ただし、中央登録室システム

移行等に際して、研究班関係者が個々のが

ん登録情報に接することもありえるので、

その場合には、各地域がん登録室が有する

安全管理規則に従って、個人情報が漏洩す

ることのないように万全の措置を図る。全

国値推計に関しては、「疫学研究に関する

倫理指針」を遵守し、国立がん研究センタ

ー倫理審査委員会の承認を得た。 

地域がん登録と院内がん登録との連携強

化に関する検討については、地域がん登録

中央登録室が県拠点病院に設置され、研究

班関係者が地域がん登録と院内がん登録の

両者へのアクセス権限を持つ施設において

検討・検証する。データ移送に当たっては、

地域がん登録・院内がん登録双方において、

規定の手続を経て実施する。 

がん死亡データを用いた動向分析につい

ては、既に個人情報が除かれた集計情報の

みを用いるため、個人情報保護に関して問

題は発生しない。がん罹患データの利用に

ついては、各地域がん登録の登録資料利用

手続に則る。 

 

Ｃ．研究結果 

（1）地域がん登録中央登録室の機能強化

と標準化 

今年度新たに、データ移行を伴う宮城県、

データ移行しない形での岐阜県、新規事業

開始での宮崎県の計 3県で標準 DBS 運用が

開始された。利用県は 37 県から 40 県とな

り、更に岩手県、鳥取県で導入作業中であ

る。導入準備中の地域と導入地域からなる

メーリングリストにはこれら 42 県が登録

され、メーリングリストとメンバーWeb を

利用して、情報共有と質問対応を図った。 

全国がん罹患モニタリング集計（MCIJ, 

Monitoring of Cancer Incidence in Japan）

として、38 地域がん登録（1県参考値）及

び 31 地域がん登録から、罹患データの提供

を受け、2009 年、2010 年の全国がん罹患

数・率の推計を行った。精度指標の基準を

満たす地域はそれぞれ、32 登録、28 登録で

ある。対象地域の総人口の 54.5%、47.1%に

相当した。推計参加登録の精度指標の平均

値は、DCO 割合 13.4%、12.0%、IM 比 2.20、

2.23 であった。全国がん罹患数推計値

（C00-C96）はそれぞれ、男女計で 77.6 万

人、80.5 万人であった。年齢調整罹患率（人

口 10 万対、1985 年日本人モデル人口で調
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整）は、男女計 342.7、351.4 となった。部

位別年齢調整罹患率は、男では、胃、大腸、

肺、前立腺、肝臓が高く、女では、乳房、

大腸、胃、肺、子宮が高かった。 

患者調査に基づく総患者数と比較した場

合、レセプト件数は、性別、年齢別、都道

府県別、部位別に、すべて総患者数を 1～

2.9 倍上回った。年齢別には、高齢層ほど

総患者数とレセプト件数のかい離が大きい

傾向が見られた。部位別には、罹患数の多

い部位では、総患者数と比べて、レセプト

件数は約 2から 2.5 倍、5年有病数は約 1.5

から 2倍であった。 

第3次対がん10カ年総合戦略研究事業の

地域がん登録の標準化と精度向上の総合評

価として、10 年後調査を実施した。全 47

都道府県及び広島市のがん対策担当部局に

調査票を送付し、全都道府県市より回答が

あった（回収率 100%）。 

地域がん登録を実施している地方自治体

は、第 3期中間調査時に未実施であった 2

県のうち、東京都は平成 24 年、宮崎県は平

成 25 年から事業を開始し、10 年後調査時

には、地域がん登録事業は 47 都道府県 1

市で実施されていた。 

目標達成割合が高い（70%以上）のは、公

的承認（目標と基準 1）、標準登録票項目の

採用、標準データベースシステムの導入、

又は導入中（同 2）、死亡票転写票に基づく

登録漏れの把握（同 3）、登録の完全性（同

3 IM 比：86%）、最も新しい罹患集計が 2009

年以降（同 4）、年齢不詳割合、性別不詳割

合、臨床進行度の不詳割合、ロジカルチェ

ックの実施（同 5）、報告書の作成（同 7）、

がん対策の企画への活用、研究的利用（同

8）であった。 

目標の達成度が低い（50%未満）のは、死

亡転写票処理のタイミングが 12 ヶ月以内、

登録の完全性（同 3 DCN 割合：43%、DCO

割合：35%）、原発部位不詳割合、病理診断

のある症例の割合（同 5）、報告書の確定年

が 3年以内（同 7）であった。 

ミニマムベースラインの達成状況は、全

項目を達成している登録が昨年の 82.6%か

ら 51.1%へと減少した。これは、今年度か

ら加えたコンプライアンス遵守にかかわる

8項目について未達成の登録室が多かった

ことによる。 

福井県での大腸がん集団検診データとの

記録照合により、大腸がん 505 名が分析対

象として抽出され、粘膜内癌 127 例と、発

見由来が不明であった 14 例が除外された

結果、今回検討期間の中間期癌は 64 例であ

り、感度 0.82、特異度 0.95 と算出された。

アンケート調査からは、登録精度の高い地

域がん登録を有する県においても、県事業

として継続的にがん登録との記録照合が行

なわれていないことが判明した。検診受診

者名簿とがん登録データとの相違や照合の

方法、照合体制、偽陰性の定義およびデー

タ公表等の問題点を指摘した。 

千葉県のがん死亡数は 2000 年の 11,881

人から 2011 年には 16,414 人と当初比

138％に増加していた。この間県外死亡数は

842 人（7.1％）から 951 人（5.8％）と低

下した。年によって増減はあるものの低下

傾向を示していると言える。千葉県の場合、

2000 年からの累計における県外死亡の割

合では東京都が 69.8％を占め、次いで茨城

県が 12.2％、埼玉県が 7.5％、神奈川県が

3.6％を占めていた。この 4都県で 93.1％

と大半を占めていた。県外死亡に占める東

京都の比率は 2000 年が 72.3％に対し 2011

年は 65.2％と低下傾向にあり、全体の死亡

者数に対する割合も 4％を切ったものの依

然高い比率を維持していた。 
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神奈川県での住基ネットを用いた住民票

照会の結果、生年月日、漢字氏名、住所で

照合し3回行うことで95％がヒットする結

果であった。首都圏で受診する神奈川県民

のデータ収集および住基ネットの活用によ

って地域がん登録の精度向上に尽力し、ま

た神奈川県のがん対策立案にも地域がん登

録データを利活用することで、県内の小地

域における地理的な集積についても検討す

ることができた。 

大阪府における地域がん登録データを用

いたがん検診の精度管理に関する試みでは、

市町村がん検診ファイルについて、姓名漢

字に「・」「？」を有する受診者の割合は全

体の 1割弱であった。また、英字を有する

姓名は少ないが、子宮頸がん検診の受診者

に多い傾向を認めた。 

MCIJ2008 の罹患データ解析の結果、年齢

不詳割合はすべての地域で目標を達成して

いた。原発不明部位割合、形態不明割合、

病理診断のある症例の割合は量的精度との

関連がみられたが、臨床進行度不明割合は

量的精度との関係がみられなかった。原発

部位不明割合は量的精度が目標を達成して

いても、「1％未満であること」という目標

が達成できない地域がみられたため、再設

定が必要である。栃木県の罹患データの解

析結果として、栃木県地域がん登録は 2007

年症例集計時、当時の登録精度の基準を満

たした。部位や年齢により完全性は不均一

であることが分かった。 

大学病院に業務委託をしている調査対象

の 2 県では、地域がん登録標準システムが

導入され、がん登録実務遂行に必要な委託

費が計上された上で、県側と大学病院側の

役割分担がなされ、事業委託前だけでなく

委託後も緊密に大学病院側と県側との協議

が持たれていた。2 県どちらでも、登録実

務は、研修を修了した複数の担当者によっ

て遂行されており、がん診療の基幹となる

病院に対して院内がん登録支援ソフト

Hos-CanR を導入して院内がん登録を行な

うよう、あるいは独自の院内がん登録シス

テムを用いている場合は、地域がん登録へ

の提出データ作成に、院内がん登録支援ソ

フト Hos-CanR を用いるよう働きかけ、電

子媒体での地域がん登録への届出を実現し

ていた。これらは、地域がん登録を大学病

院へ委託して新規に開始した県、あるいは

以前から地域がん登録を他の機関に委託し

て実施してきたが、最近委託先を大学病院

へ変えた県で認められた特徴と共通するも

のであった。 

2 県のうち、1 県では、登録室の運営面

と登録実務面の両方で実質的な指導をする

指導医の確保がされていなかったが、近隣

県の指導医から助言を得る工夫をしていた。

医師以外の実務統括者自身が、事業開始初

年度から報告書を作成した。他の 1 県では、

大学病院が受託先になってから、遡り調査

を県内のすべての医療機関に対して実施す

るようになり、DCO％が急速に改善した。 

 

（2）地域がん登録と院内がん登録の連携

強化 

（1）List of ICD-O-3 Updates 2011 の

構造分析と（2）標準 DBS 内の ICD-O-3 to 

ICD-10(1992)変換テーブルの構造分析を行

い、（3）新たに追加されるコードについて、

それに対応する ICD-10 コード、分化度との

組み合わせに対する警告・不許可、Berg 分

類、年齢制限に関する警告について検討し、

決定した。 

長崎県での調査内容は、届出に関するこ

と、病理診断情報提供に関すること、院内

がん登録に関することである。対象は精神
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病院を除く県内の 120 病院で、回収率は

58.3％（70 施設）であった。届出数を確保

するにあたり、入力用ソフトの提供が有用

と考えられた。病理診断情報の提供に関し

ては、施設側の負担を最小限に抑えること

のできる情報収集手段という側面を持って

おり、今後、多くの施設の協力が期待でき

るのではないかと考えられた。院内がん登

録の登録項目に関しては、がん診療連携拠

点病院以外でも拠点病院と同等の院内がん

登録を行っている施設があり、今後開始予

定の施設でも 2割がそれと同等の院内がん

登録を予定していた。 

QI 実施率の平均値は全体で、2009 年で

37%、2011 年で 46%と上昇を認めた。各 QI

での変化をみると、診療結果の記載内容に

関する QI で著明に実施率が上昇していた

が、治療方法の選択に関するものでは実施

率の上昇は認められなかった。 

 

（3）がん罹患・死亡動向の分析と予測に

関する検討 

2014 年のがん罹患数は 826,000 例（男性

467,100 例、女性 358,900 例）、がん死亡数

は 367,100 人（男性 217,600 人、女性

149,500 人）と推計された。部位別では、

胃、大腸、肺、女性乳房、前立腺の順で罹

患数が多く、肺、胃、大腸、膵臓、肝臓の

順に死亡数が多かった。これらの順位を

2008 年罹患数および 2012 年死亡数と比較

すると、罹患では肺がんの増加が顕著であ

ったが順序は変わらず、死亡では膵臓と肝

臓の順位が逆転していた。 

がん罹患の挙動に関する時間の要因解析

では、ポアソン回帰モデルにおける変数選

択に、従来から用いられている AIC を改良

し、予測に特化した新たな規準量（PAIC）

を算出した。そして仮想的な状態を 3種類

設定し、予測結果の比較検討を行った。男

性の肝臓がんに関する解析から、AIC より

も PAIC の方が実測と予測のずれが小さい

ことが分かった。 

 

Ｄ．考察 

47都道府県1市において地域がん登録が

実施され、全国規模でがん罹患の実態把握

をする体制が整った。今年度は、登録精度

を高めるための根本的な解決策となる、が

ん登録の法的な整備に大きな動きがあり、

超党派議員のワーキンググループに対して、

実務上のアドバイスをすることで、2013 年

12 月のがん登録推進法成立に貢献するこ

とが出来た。 

（1）地域がん登録中央登録室の機能強化と

標準化 

地域がん登録の標準化により、地域がん

登録により整備されるがん統計を、国と都

道府県、都道府県間で比較することが容易

となり、国と県におけるがん対策の企画・

評価に大きく寄与しうる。標準 DBS の導入

により、各県が独自システムを開発・改修

する費用と労力が軽減され、先進地域にお

ける実績に基づく信頼性と機能性の高いシ

ステムを、地域がん登録の経験がない地域

においても利用することができ、登録実務

担当者の育成・確保が容易となる。システ

ムの導入は、標準的な登録標準手順を先進

県、近隣県に習うことが可能となり、とな

る。標準 DBS 導入県が 40 にまで増加し、2

県において導入作業中であり、がん登録推

進法下の全国がん登録の実現の道筋ができ

た。 

がん罹患は、罹患数、年齢調整率ともに

大きく増加し、部位別に観察すると、それ

ぞれに、増加、減少が見られた。しかしな

がら、こうした変化の主要因は、依然とし
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て、各地域におけるがん診療連携拠点病院

の指定、地域医療係数への「地域がん登録

に参画」が組み込まれたことから、DPC 病

院から遡っての届出が増えたことによる、

登録精度の変化、であると考えられる。全

国値推計において、死亡率を用いた現行の

補正方法では、地域の差の補正は可能であ

るが、完全性の精度の補正はできない。こ

の点については、推計に利用する地域を、

完全性の精度基準に基づいて選定すること

で解消を試みているが、精度基準が、対が

ん 10 カ年開始前から利用しているもので、

現状で正確な全国推計値を算出するには既

に不充分であることが新たな問題となって

いる。しかしながら、MCIJ2010 の登録精度

は対がん開始当初には想像できないほど向

上しており、低く不安定な精度に因るがん

罹患動向の解釈が困難であるという問題は

数年内に解消されるであろう。 

10 年後調査の結果をまとめると、標準化に

ついては第 1期中（平成 16～18 年度）及び

第 2期中（平成 19 年～21 年度）、精度向上

は第 3期前半期間中（平成 22 年度～23 年

度）及び第 3期後半期間中（平成 24 年度～

25 年度）に大きな前進がみられたといえる。

がん登録の量的精度（完全性）と質的精度

（品質）に関して、第 1期から第 2期の間

は向上は認められなかったが、その後に急

速に進展した理由として、第 2期事前調査

で初めて全地域がん登録より 2002 年症例

のがん罹患データ収集することを試みて以

来、MCIJ として 2003 年、2004 年、2005 年、

2006 年、2007 年、2008 年、2009 年、2010

年の罹患データの収集を全ての地域がん登

録を対象に実施したこと、2006 年のがん対

策基本法成立に基づいて院内がん登録が広

まったこと、地域がん登録への協力が DPC

病院の地域医療係数可算の要件となったこ

となど複数の要因が考えられる。本研究班

が掲げている「地域がん登録の目標」を達

成する地域は増加していたが、国際基準に

照らすとまだ十分とはいえず、全国がん登

録実施に向け、今後さらに標準化と精度向

上を目指すべきである。 

患者調査に基づく総患者数は、調査対象が

調査期間と調査施設に依存する標本調査で

あること、有病数は、限られた資料源を用

いた推計値であることに加えて、他の指標

と異なり、受療割合が反映されていない値

であることを考慮する必要がある。レセプ

ト情報等については、同一人物及び同一腫

瘍の重複計測の問題を解決できれば、ほぼ

全数調査であること、毎月計測できる即時

性の良い統計指標となると考えられた。 

各県は、安全管理措置ミニマムベースラ

イン未達成項目について改善が図られるこ

とが必要である。｢地域がん登録における安

全管理措置ハンドブック｣およびミニマム

ベースライン評価ツールは引き続き地域が

ん登録における安全管理措置の整備、点検

に生かされると考えられる。また、安全管

理措置の外部監査（評価）に関する規程類

の検討を通して現実的に実施可能な監査方

法を得ることができたと考え、今後持続的

な実施に向けた外部監査の体制を整備する

ことが望まれる。 

福井県では精度の高いがん登録データを用

いてがん集団検診の精度管理が過去複数回

行なわれてきた。これらデータをもとに更

なる検診成績向上への取り組みが期待され

るとともに、照合の事業化への努力が必要

である。 

首都圏での患者の移動は、関東一円をカ

バーする医療圏がすでに形成されているこ

とを意味し、県境を越えた医療圏に対応し

た地域がん登録のクラスター化が必要であ
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る。がん登録の精度を向上には診断情報と

予後情報が重要であり、正確な罹患統計、

生存統計に不可欠である。さらに登録を受

診医療機関のある側の登録室が実施し、追

跡を患者住所地側の登録室が分業すること

により、少なくとも医療県内で連携した長

期の広域での予後追跡を行うことが重要と

考えられた。今後、広域で精度の高いがん

登録の実現を念頭に置き千葉県をモデルに、

がん登録の有効な活用法を検討していきた

い。 

住基ネットワークシステムの導入によりこ

れまで住民票照会ができなかった神奈川県

でも、予後調査が可能となった。住基ネッ

トは 3回の照合を行うことで、90％を越え

る照合結果となっており、今後も継続する

ことで益々の向上が期待できる。診断後の

生死確認により詳細な生存率の計測が望ま

れていることなどからもこの照合作業を継

続し、精度の高い照合結結果が得られるよ

う尽力していきたいと考えている。 

大阪府における、検診の精度管理の結果

によれば、標準 DBS の「外部データの照合

機能」では、姓名漢字および生年月日を同

一人物判定のための照合指標としており、

これらが完全一致しない場合は、目視確認

が必要となる。市町村がん検診ファイルに

は、姓名漢字だけでなく姓名カナも含まれ

ていることから、姓名漢字が不完全な場合

は、姓名カナも照合指標の一つと活用すべ

きである。「がん登録等の推進に関する法

律（案）」では、検診評価におけるがん登録

データの活用を目指しているため、地域が

ん登録資料を活用したがん検診の精度管理

の効率化が求められる。 

MCIJ プロジェクトでは、量的精度、質的

精度において、第 3期基準、目標を達成し

ている地域が増加していることから、量的

精度基準と連動させた、より高い質的精度

目標設定を行う段階に来ている。第 3次対

がん終了以降も、研究班若しくは国が中心

となり、地域がん登録の精度管理を実施す

る必要がある。栃木県罹患データの解析結

果からも、総合的な評価判断が今後も精度

を満たす基準として重要であることが示唆

された。 

地域がん登録事業を大学に委託している県

においては、院内がん登録支援ソフトであ

る Hos-CanR の導入によって、電子媒体での

地域がん登録への届出が実現し、作業の効

率化が認められた。今年度調査を行った 2

県で懸念される点は、事業導入時ほど緊密

には大学病院側と県側との協議が持たれて

いないこと、登録精度向上につながる遡り

調査と登録資料の活用の第一段階である報

告書作成を実現する工程が示されていない

ことであった。また、一つの県では、登録

実務担当者全員が非常勤職員という陣容の

ため、実務担当者が責任のある取り組みを

進めることが困難になると考えられた。こ

れらの懸念される点への対応を進めること

で、今年度調査を行なった 2県では、精度

が高い登録が運営されるようになると期待

される。 

（2）地域がん登録と院内がん登録の連携強

化 

第 3次対がん総合戦略研究事業が、今年

度で終了する状況において、地域がん登録

で利用する ICD-O-3 コードの見直し作業を、

研究班が実施した。今後このような対応を

どのような枠組みで行うかの検討が必要で

あろう。 

長崎県での調査結果では、地域により、が

ん登録への関心度合いに温度差があった。

届出に関しては、多くの施設が手書きより

も PC を用いた入力ソフトの利用を希望し
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ており、届出の促進に入力用ソフトの配布

が有用と考えられた。病理診断情報の入手

に関しては、半数以上の病院が自らスクリ

ーニングをして情報提供しても良いと答え

ており、それ以外の病院もがん登録室のス

タッフが訪問することで、大半の情報が入

手できそうである。がん登録等の推進に関

する法律が実施された暁にはすべての病院

に届出義務が課せられることになる。その

ことを考慮すると、全国がん登録に情報提

供するためだけではなく、その情報を当該

施設の特性や問題点の把握のために利用で

きるような院内がん登録の設置が望ましい

と考える。 

がん診療の質の指標確立においては、今

後は QI 測定結果のフィードバック後の症

例で、さらなる改善が認められるのかを検

証する予定である。 

（3）推計モデルによるがん罹患・死亡統計

の整備促進 

年齢、暦年、およびそれらの交互作用を

用いたモデルにより、がんの罹患および死

亡の短期予測を行った。推計された罹患数

および死亡数をそれぞれ最近年のデータと

比較すると、罹患数では、1.10 倍、死亡数

では 1.02 倍であり、がん罹患・死亡数の増

加傾向とそれぞれの予測年数（罹患 6年、

死亡 2年）を考慮すると、大きな推計値の

ずれはないと考えられる。部位別の推計に

関しても、近年の動向と整合性がとれてい

る。 

がん罹患への時間要因の影響の解析では、

今回仮想的に 3パターンを用意し、AIC お

よび PAIC によるモデル選択を行い、それら

に基づく予測結果と実測値の乖離を観察し

た。その結果、2パターン（①と②）にお

いて AIC と PAIC で異なる結果を得た。実測

値により近い予測値が得られたのは共に

PAIC であり、モデルとしてはシンプルなも

のを選択していた。一方で③のみ AIC によ

る結果と PAIC による結果が一致した。その

理由として、③はもっとも長期間の実測デ

ータを用いており、予測部分のパーセンテ

ージが低いことが挙げられる。現在、短期

予測に関しては前出の Katanoda et al 

(2014)による手法が日本のデータに良く適

合することが知られている。短期予測に関

しては絶対的な手法が存在しないため、

様々なモデルを比較検討しながら最適な手

法を模索する必要があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

第3次対がん総合戦略の10年間の最終年

度として、研究事業終了時の「目標」を達

成すべく活動を実施した。全国がん罹患モ

ニタリング集計の罹患集計として、2009 年

及び2010年罹患データをそれぞれ37地域、

31 地域から収集し、全国がん罹患数率推計

を行った。標準データベースシステムの集

約機能を強化した上で導入支援を継続した

ところ、利用地域は 40 県となった。また、

安全管理措置については、ミニマムベース

ラインにコンプライアンス項目を追加し、

自己判定ツールを改訂して、全国調査を行

うとともに、外部監査体制を整備した。さ

らに、住基ネットを利用した住民票照会、

原発部位不詳データの質的精度の検証、届

出数向上を目指した地域がん登録と院内が

ん登録の協力の試み、地域がん登録事業の

委託先としての大学の役割についての検討

も行った。第 3次対がん終了後も、本研究

の成果を元に、引き続きがん登録の標準化

と精度向上を進めることで、全国がん登録

体制を念頭に置いたがん登録事業の基盤構

築が可能となる。 
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